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災害対策統拢本部 
＇情報・通信システム社（ 

災害対策支援本部 
＇東京都港区（ 

災害対策 
統拢本部 

提携ベンダ 

日立電子サービス 

現地対策本部 
＇仙台市・水戸市（ 

指示 報告 応援要員の派遣 連携 

災害対策支援本部 
＇表示は災害復旧支援システム（ 

被災状況の把握・危機感の共有と 
迅速な指揮・一元化した統制に 
災害復旧支援システム 

１． 

4 

ＩＴ機器復旧を通じた地域、社会の復興へ 地震発生３日後＇３/１４（には、支援要員、保守部品 
及び支援物資などを載せて出発＇バス２台、トラック１台（ 

保守部品・支援物資 

転倒したサービスカー 
＇釜石（ 

被災したオフィス 
＇茨城（ 

応援要員の派遣 

津波に浸かった 
サーバのディスク 

被災現場 

汚泥が貼りついた 
サーバ内部 

津波に押し倒 
されたパソコン 

震災復旧に向けて 

東日本大震災の教訓 

被災地区 
以外の支社 
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建屋および生産設備の 
損傷が確認された主な生産拠点 
(いずれもほぼ操業再開済み) 

東日本大震災の教訓 １． 

自らの主な被災事業所 

 日立アプライアンス 
 多賀事業所＇茨城県日立市（ 

 日立ディスプレイズ 
 茂原事業所＇千葉県茂原市（ 

 日立オートモティブシステムズ 
 福島事業所＇福島県伊達郡（ 

 日立製作所 情報・通信システム社 
 通信ネットワーク事業部＇福島県郡山市（ 

 日立製作所 情報制御システム社 
 大みか事業所＇茨城県日立市（ 

 日立製作所 都市開発システム社 
 水戸事業所＇茨城県ひたちなか市（ 

 日立オートモティブシステムズ 
 佐和事業所＇茨城県ひたちなか市（ 

 日立製作所 電力システム社 
 日立事業所＇茨城県日立市（ 
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(）)耐震構造、自家発電、高速ネットワーク(１０Ｇｂｐｓ)２重化、相互バックアップ機能を装備 

● ＴＳサービス用サーバ設置区域の停電 
  ＇ＴＳ：Ｔｅｒｍｉｎａｌ Ｓｅｒｖｉｃｅ  
      セキュアＰＣ接続先サービス（ 

別センタで１万人分緊急 
サービス提供 

● サーバ室破損 
  日立市、ひたちなか市所在各事業所 

● 計画停電によるサーバ停止 

● 居室破損 
  日立市、仙台市等数十箇所 

● ＰＣ/セキュアＰＣ破損 約２,０００台 

堅牢な東京・神奈川・大阪 
のデータセンタ＇）（への 
移設を推進中 

新居室にＬＡＮ新設 

緊急貸出で対応 

被害状況 対応 

東日本大震災の教訓 １． 

ＩＴ関連被災状況 

● ネットワーク停止 １０８箇所/１,０００箇所 一両日中に復旧 
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● 全データセンタが安定稼動、グループ各社含めて利用申し込みが増加 

● グループ全体で約７０,０００台稼働中 

● 交通手段が途絶した従業員の在宅勤務 

● 計画停電時の勤務場所変更にも即応 

東日本大震災の教訓 １． 

教訓１：データセンタ 

教訓２：シンクライアント 

震度７の耐震強度 

東京ＤＣ 

耐震性 

免震対策 

電源設備 
＇自家発電（ 

神奈川ＤＣ 大阪ＤＣ 

震度７の耐震強度 震度７の耐震強度 

４Ｆ以上が免震構造 
＇積層ゴム・ダンパー（ 

無給油で連続２４ｈ 

免震装置 免震装置 

無給油で連続８ｈ～１２ｈ 無給油で連続３０ｈ 
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メインサイト 

バックアップ 
サイト 

常時バックアップ 

障害時切替 

● メインサイトとバックアップサイトによる 
  ホットスタンバイ構成 

● 正常時は、ＲＰＯ＇Recovery Point Objective) 
  に応じたデータバックアップを実施   

● グループウェア＇Groupmax)の約２４万ＩＤは、 
  震災の影響を受けず安定稼動   

人員情報 
システム 

● 約２８万人に安否確認発信、８０％が 
  即応し、おおむね１日で確認完了 

● 震度５弱以上の地震で、安否確認・ 
   緊急招集を発信、回答を自動集計 

東日本大震災の教訓 １． 

教訓３：メール等のシェアードサービス 

教訓４：安否確認システム 
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計画停電 

常時通電が必要な作業は不可能 

停電計画が不透明だと作業計画が立たない 

設備の立上げ、調整の工数がかかる 

エレベータ、水道も止まり「高層難民」発生 

観光キャンセル、物流停滞などサービス業 

にも大きな影響 

信号点灯せず、交通事故も 

電力制限 

各電力会社管内で夏季需要抑制１０～１５％ 

業界別輪番操業＇経団連（などの工夫 

自家発電機、蓄電池などの需要急増 

小口需要家に対する強制力なし 

冬季の 
暖房需要 

資源の高騰 

エネルギー 
政策見直し 

東日本大震災の教訓 １． 

新しいリスク「長期化する電力不足」 

＇万ｋｗ（ ３月２８日＇月（の状況 
6,000 

5,000 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 
0 12 23 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 13 16 14 15 17 18 19 20 21 22 

＇時台（ 

本日のピーク時供給力：３,８５０万ｋｗ 
３月２８日 １１時３０分 更新 



© Hitachi, Ltd. 2011. All rights reserved. 

２ 
日立グループの事業継続 
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日立グループの事業継続 

日立グループの全貌 

11％ 

10％ 

売上高 

7％ 

電力システム 

オートモティブシステム 

その他 

デジタルメディア・民生機器 

高機能材料 

情報通信システム 

９兆３１５８億円 

＇１１年３月期（ 

社会・産業システム 

8％ 

建設機械 

コンポーネント・デバイス 

13％ 

7％ 

8％ 

9％ 

金融サービス 

4％ 7％ 

電子装置・システム 

＇361,745人（ 

16％ 
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日立グループの事業継続 

経
営
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

リスク分析＇災害想定、被害想定（ 

ＢＩＡ：ビジネス影響度分析＇業務選定等（ 

緊急対応＇安否確認、二次被災防止等（ 

戦略策定＇財務手当、代替手段等（ 

ＢＣＰ：計画策定＇対策組織、ＩＴリカバリ等（ 

対策実施＇バックアップ、二重化、訓練、教育等（ 

外部連携＇地域団体、行政機関等との連携（ 

ロジスティックス＇サプライチェーンやインフラ供給（ 

BIA: Business Inpact Analisys 

事業継続、１０の要素 
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２． 日立グループの事業継続 

ＢＣＰ及びＢＣＭとは 

日立グループのＢＣＰ及びＢＣＭ 

事業部門での 
ＢＣＰ及びＢＣＭへの取り組み 

ＢＣＰ策定プロジェクト 

テンプレート集 策定例 

策定手順 

日立グループとして統一の取れた事業継続を実現 
■ 企業理念に基づく連続性のある事業継続の取り組み方法を解説 
■ 推進方法および例を紹介してＢＣＰ策定手順を提示 

ＢＣＰ策定のためのガイドライン＇‘０７／２初版（ 
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日立グループの事業継続 

災害対策本部 
・司令官、部門指揮官＇その継承順位を含めて（ 

・部門指揮官の役割と状況によるミッションの優先順位 

・いろいろな状況を想定したシミュレーション 

・役割を交換するなど、第三者の目で見た評価 
訓練 

・個々人が状況を判断して行動＇無為に待つべきではない（ 

・情報収集とその時点での迅速かつベターな対応 
初動体制 

・変化する状況に迅速に対応できる情報収集・指揮系統の維持 

・緊急事態から平常時への切替時期およびその方法 
復旧過程 

組織化と繰り返す訓練 
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日立グループの事業継続 

■業務毎の復旧優先順位や目標時間 

災害 

２時間 ６時間 ３日間 

投
資
額 

損
害
（影
響
） 

復旧目標 

別地にホットスタンバイのシステムを維持 

東京 大阪 

代替オフィスとデータのバックアップ 

東京 大阪 

ＩＴのバックアップとリカバリ 

別地にコールドスタンバイのシステムを準備 

東京 大阪 
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日立グループの事業継続 

■重要文書の特定 

・コアビジネス関連文書＇契約書、顧客リスト等（ 
・法定文書＇定款、財務文書、労務文書等（ 
・業務遂行関連文書＇人事情報、業務マニュアル、ログ等（ 

■重要文書の管理 

控えを紙でとり、別地保管する 

電子的に作成し、デジタルデータでバックアップする 

紙で作成、もしくは受取ったものはイメージ読取で電子化 

法的根拠：「ｅ－文書法」「ＩＴ書面一拢法」「電子帳簿保存法」等 
  電子化技術：文書管理ソフトウェア、電子署名、タイムスタンプ等 

重要文書のバックアップとリカバリ 
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日立グループの事業継続 

リスク毎の対策指針 

他の地域からの 
支援ができる 

他の地域からの 
支援が困難 

企業資産等の物的被害 従業員の感染等の人的被害 

別地域に代替設備で二重化 当地域で要員を執務/待機へ 

被災後の早期復旧や被災時も縮退継続すべき重要業務の選定や、 
この緊急時の速やかな行動を支える日頃の備えへの考え方は共通 

被害の
事象 

対策の
考え方 

地震リスク パンデミック・リスク 

時間軸 

操
業
度
 早期復旧 

最大被害 

時間軸 

操
業
度
 

最大被害 
縮退継続 

地域被害 

      全国被害 
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日立グループの事業継続 

遠隔地にバックアップ 
企業/組織が蓄積してきた知財・ノウハウ 

＇無くしてはならない基幹データ（ 

メインセンタ 

バックアップセンタ 

遠隔バックアップ 

冗長性を最小化 

■バックアップシステムを日常は開発環境等で活用 

■緊急時、優先システムへの“載せ換え”を狙った 
  システムの標準化、リソースの共用化 

■緊急時は利用ユーザ限定などでリソース最小化 

日常は待機しているバックアップシステムの 
冗長性は最小に又は、別用途に活用を図る 

生産計画 調 達 生 産 物 流 販 売 アフターサービス 

製品計画 

設計・開発 

製造業の例 

マーケティング 

顧客情報 
データ 

生産指示 
データ 

最重要なのは「データ」を守ること 
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３ 
ＩＴガバナンスの確立に向けて 
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“ＩＴ Ｏｎｅ Ｈｉｔａｃｈｉ”  
の実現 

広範な事業領域を、グローバルな規模でＩＴにより統合し、 
グループとしての企業価値を最大化すること 

ＩＴガバナンスの確立に向けて ３． 

日立グループのＩＴ経営改革 

経営可視化 
による戦略立案 

連結処理の 
効率化 

法令遵守 リスク管理 

システム運用・ 
開発効率化 
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経営プラットフォーム 
＇財務、総務、調達など（ 

企業プラットフォーム 
(ＬＡＮ/ＷＡＮ、サーバ、ＰＣなど) 

事業プラットフォーム 
(お客様・工程・原価・見積り管理など) 

ＩＴガバナンスの確立に向けて ３． 

ＩＴの標準化・共通化 

「次の共通化」に向け、情報共有の仕組み入れた進化するしくみ 

情報共有フレームワーク 

ＩＴマネジメント標準 

自主運営 
＇各事業部門経営判断) 

統制と共有 

事業インフラ 

共通インフラ 
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ＩＴを活用したプロセス改革とＤＢマネジメントの実現 

経営戦略システム コード体系整備 

●グループシナジー拡大          

●グループ経営のスピードアップ 

●グループ経営指標の可視化   

●お取引先情報管理の集約化 

ＩＴガバナンスの確立に向けて ３． 

情報共有プロジェクトの狙い 

経営戦略とコード体系整備 

  ●連結決算 

 ●グローバル財務会計 

 ●集中・集約購買 

 ●与信・債権管理 

 ●従業員情報    等 

 ●お取引先コード 

 ●従業員コード 

 ●財務＇勘定科目（コード 

 ●調達＇取引・類別（コード 

                  等 
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ＩＴガバナンスの確立に向けて 

経営コックピットとしての情報活用 

16

288

ABC123�

XYZ

NY696

11874G

お取引先 

お取引先 
・職場制度改革 

・工程、仕様変更 

・供給計画/実績 

・出荷計画/実績 

営業 

物流 

製造 

設計 

現場情報 

経営ノウハウ 
を蓄積・発展 

可視化・分析 

お取引先 

企業の中では、ユビキタス技術を用いた「現場の見える化」が可能に 
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ＩＴガバナンスの確立に向けて 

ＩＴ経営の推進体制 
経営層 

基盤構築分科会 ガバナンス推進分科会 

コーポレートのＩＴ統拢部門 
コーポレートの主管部門 

＇財務、調達、人事、営業等（ 

事業部、グループ会社の各統轄部門 
＇財務、調達、人事、営業等（ 

ＩＴ部門＇事業部、グループ会社（ 

経営プロセス改革委員会 
：グループＣＩＯ 

適用・改善 適用・改善 

連携 

計画・評価 
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業務システムＡ 業務システムＣ 業務システムＢ 

業務システムＡ 業務システムＡ' 

統制 統制 統制 

統制 

ＩＴガバナンスの確立に向けて ３． 

業務システム標準化のメリット 

可視化・標準化・共通化 ⇒ 統制容易化＋相互補完容易化 
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従業員 

徹底 
協力 

・企業理念 

・イノベーション 

・財務情報 

・リスク管理 

・地域貢献 

・環境対策 

・雇用政策  

      等 

信頼 

情報開示 

ステーク 

ホルダ 

報告 

経営者 

指示 

ＩＴガバナンスの確立に向けて ３． 

ＩＴ基盤整備と企業改革 

ＩＴ基盤＆企業改革エンジン 

ＰＤＣＡ 

事業継続 内部統制 
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ＩＴガバナンスの確立に向けて 

1995～ 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 ～2012 

★阪神・淡路大震災 

★米国同時多発テロ 

★新潟県中越地震 

★新型インフルエンザ発生 

●米国ＳＯＸ法 

★ハリケーンカトリーナ 

★東日本 
    大震災 

★ワールドコム 
   エンロン破綻 

★リーマンショック 

★ＢＮＰパリバショック 

●金融商品取引法 
●ＢＳ-２５９９９-１ 

★大量 
  情報漏えい 

●ＢＳ-２５９９９-２ 

★宮城県内陸地震 

★ＳＡＲＳ発生 

●??? 

★ＷｉｋｉＬｅａｋｓ 

★ハイチ大地震 

事件と対策の歴史 

★新潟県中越沖地震 
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